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令和８年度上尾市公共下水道事業会計予算 

（総  則） 

第１条  令和８年度上尾市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

  （１）接 続 戸 数            ９４，０００戸 

  （２）年 間 総 排 水 量        ２３，１４１，０００㎥ 

  （３）一 日 平 均 排 水 量            ６３，４００㎥ 

  （４）主要な建設改良事業 

          汚水管渠整備事業    事業費  １，４７２，３２５千円 

      雨水管渠整備事業    事業費     ４２，３３０千円 

     ポンプ場整備事業    事業費    ６４６，１１８千円 

      流域下水道整備事業   事業費    ２３４，１１２千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                      収               入 

  第１款   下水道事業収益                 ４，１３９，０００千円 

    第１項   営業収益                     ２，６３２，６７３千円 

    第２項   営業外収益                   １，５０６，３２７千円 

                      支               出 

  第１款   下水道事業費用                 ４，０８９，０００千円 

    第１項   営業費用                     ３，８３７，７０３千円 

    第２項   営業外費用                      ２４８，２４５千円 

 第３項  予 備 費                             ３，０５２千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，９１２，０００千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６５，４８１千円並びに過年度分損益勘定留保資金１，７４６，５１９千円で

補填するものとする。）。 

                      収               入 

  第１款   資本的収入                     １，６３４，０００千円 

    第１項   企 業 債                     ９８７，０００千円 

    第２項   他会計出資金                      ８０，０４４千円 

    第３項   他会計補助金                      ８６，８２７千円 

    第４項   国庫補助金                       ４５８，０００千円 

第５項   負担金等              ２０，８６９千円 

第６項  長期貸付金償還金収入         １，２６０千円 

                       支               出 

  第１款   資本的支出                     ３，５４６，０００千円 

    第１項   建設改良費                   ２，５９１，１２５千円 

    第２項   企業債償還金                   ９４９，３６２千円 

  第３項   投 資 等                             ３，５００千円 

  第４項   予 備 費                             ２，０１３千円 

（債務負担行為) 

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

単位:千円 

事    項 期   間 限 度 額 

原市№1 マンホールポンプ場更新工事 令和 8 年度から令和 9 年度まで 40,500 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

単位:千円 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

公共下水道事業 753,000 普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内。 

ただし、利率見直し方式で借り

入れる資金について、利率の見直

しを行った後においては、当該見

直し後の利率。 

借入先の融通条件による。 

 ただし、企業財政の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは

繰上償還し、又は低利に借換えするこ

とができる。 
流域下水道事業 234,000 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用及び営業外費用の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費 ３４０，１４２千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条  公共下水道事業の安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、６２８，７４４千円である。 

 令和８年２月１６日提出 

上 尾 市 長           畠 山 稔      
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収益的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 下 水 道 事 業 収 益  ４,１３９,０００

1 営 業 収 益  ２,６３２,６７３

1 下 水 道 使 用 料  ２,４５１,４６５

2 他 会 計 負 担 金  １８０,３５２

3 そ の 他 営 業 収 益  ８５６

2 営 業 外 収 益  １,５０６,３２７

1 受 取 利 息  １

2 他 会 計 補 助 金  ５４１,９１７

3 国 庫 補 助 金  ２５,０００

4 長 期 前 受 金 戻 入  ９３９,４０９

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 下 水 道 事 業 費 用  ４,０８９,０００

1 営 業 費 用  ３,８３７,７０３

1 管 渠 費  ３０４,２９５

2 ポ ン プ 場 費  ３８０,７２１

3 普 及 指 導 費  ３,３８４

4 業 務 費  １６５,８５８

5 総 係 費  ９５,４８５

6 流域下水道管理運営費負担金  ９２６,７３２

7 減 価 償 却 費  １,９５９,５４１

8 資 産 減 耗 費  ２７９

9 そ の 他 営 業 費 用  １,４０８

2 営 業 外 費 用  ２４８,２４５

1 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費  ２１９,８１２

2 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税  ２８,４３３

3 予 備 費  ３,０５２

1 予 備 費  ３,０５２

令和８年度上尾市公共下水道事業会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目
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資本的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 資 本 的 収 入  １,６３４,０００

1 企 業 債  ９８７,０００

1 建 設 改 良 事 業 債  ９８７,０００

2 他 会 計 出 資 金  ８０,０４４

1 他 会 計 出 資 金  ８０,０４４

3 他 会 計 補 助 金  ８６,８２７

1 他 会 計 補 助 金  ８６,８２７

4 国 庫 補 助 金  ４５８,０００

1 国 庫 補 助 金  ４５８,０００

5 負 担 金 等  ２０,８６９

1 受 益 者 負 担 金 等  ２０,８６９

6 長期貸付金償還金収入  １,２６０

1 長 期 貸 付 金 償 還 金 収 入  １,２６０

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 資 本 的 支 出  ３,５４６,０００

1 建 設 改 良 費  ２,５９１,１２５

1 汚 水 管 渠 整 備 費  １,４７２,３２５

2 雨 水 管 渠 整 備 費  ４２,３３０

3 ポ ン プ 場 整 備 費  ６４６,１１８

4 事 務 費  １８６,５２６

5 流 域 下 水 道 建 設 費 負 担 金  ２３４,１１２

6 受 益 者 負 担 金 賦 課 徴 収 費  ４,７６０

7 固 定 資 産 購 入 費  ４,９５４

2 企 業 債 償 還 金  ９４９,３６２

1 企 業 債 償 還 金  ９４９,３６２

3 投 資 等  ３,５００

1 投 資 等  ３,５００

4 予 備 費  ２,０１３

1 予 備 費  ２,０１３

款 項 目

款 項 目
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単位：千円

１ 業　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

当年度純利益 184

減価償却費 1,959,541

資産減耗費 279

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,978

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,148

長期前受金戻入額 △ 939,409

受取利息 △ 1

支払利息 219,812

未収金の増減額（△は増加） △ 2,439

未払金の増減額（△は減少） 35,297

小計 1,276,390

利息の受取額 1

利息の支払額 △ 219,812

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,056,579

２ 投　資　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,165,916

無形固定資産の取得による支出 △ 212,829

国庫補助金等による収入 478,869

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 86,827

貸付による支出 △ 3,500

貸付金の償還による収入 1,260

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,815,289

令和８年度上尾市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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３ 財　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 987,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 949,362

他会計からの出資による収入 80,044

財務活動によるキャッシュ・フロー 117,682

資金増加額（又は減少額） △ 641,028

資金期首残高 2,856,140

資金期末残高 2,215,112
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１ 総 括
単位：千円

( )内は、定年前再任用短時間勤務職員、暫定再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員で外書き

単位：千円

ア　会計年度任用職員以外 単位：千円

( )内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員で外書き

単位：千円

比　較 0
(1)

2,251 13,248 19,372 34,871

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　分

職 員 数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計特 別 職
（人）

一 般 職
（人）

報　　酬 給　　料 手    当 計

72,679 340,142
32

前年度 0
(0)

0 131,268 101,324

本年度 0
(1)

2,251 144,516 120,696 267,463

8,733 43,604
2

232,592 63,946 296,538
30

特殊勤務手当 時間外勤務手当
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 期末勤勉手当

本　年　度 6,504 12,336 2,928 3,984

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

0 23,719 89 2,700 68,436

前　年　度 4,968 9,756 2,928 1,488

0 8,516

区　　　　分

職 員 数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計

0 19,475 89 2,700 59,920

比　　　較 1,536 2,580 0 2,496

手当の内訳

特 別 職
（人）

計

0 4,244 0

296,538
30

264,340 72,503 336,843
32

232,592 63,946

本年度 0
(0)

0 144,516 119,824

一 般 職
（人）

報　　酬 給　　料 手    当

比　較 0
(0)

0 13,248 18,500
2

前年度 0
(0)

0 131,268 101,324

管理職手当 期末勤勉手当

31,748 8,557 40,305

前　年　度 4,968 9,756 2,928 1,488

本　年　度 6,504 12,336 2,928 3,984

0 19,475 89 2,700 59,920

23,719 89 2,700 67,5640

4,244 0 0 7,644比　　　較 1,536 2,580 0 2,496 0

手当の内訳

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当
管理職員特別

勤務手当
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イ　会計年度任用職員 単位：千円

( )内は、パートタイム会計年度任用職員で外書き
単位：千円

２　給料及び手当の増減額の明細
単位：千円

1．給与改定に伴う増減分  給与改定の状況

給料の改定率

給与改定実施時期

2．昇給に伴う増加分  平均昇給率 　1.20％

２号給 0 人

４号給 28 人

６号給 0 人

８号給 0 人

3．その他の増減分  職員数の異動状況

人 人 人

人 人 人

人 人 人

1．制度改正に伴う増減分  給与改定に伴う手当改正分

2．その他の増減分 17,687

前年度 26 4 30

増　減 0 2 2

現に在職
する職員数 その他 計

本年度 26 6 32

手    当 18,500 813 813

号給別職員数

8,543

前年度

比　　　較 0 0 872

本　年　度 0 0 872

前　年　度 0 0 0

1,304

（号給数） （職員数）

区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　　考

給　　料 13,248 3,401

区　　　分 地域手当 通勤手当 期末勤勉手当

0
比　較

(1)

3.20%

令和8年2月

2,251 0 872 3,123 176 3,299

手当の内訳

0 0 0
0

本年度
(1)

2,251 0 872 3,123 176 3,299
0

前年度
(0)

0 0 0

区　　　　分
職 員 数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　計

報　　酬 給　　料 手    当 計
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３　給料及び手当の状況
(１) 職員１人当たり給与 単位：円

　

(２) 初任給 単位：円

(３) 級別職員数

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用短時間勤務職員で外書き

（級別の基準となる職務）

令和7年1月1日現在

平均給料月額 338,445

平均給与月額 436,663

平均年齢(歳) 42.5

区　　　　　分 事務・技術職

令和8年1月1日現在

平均給料月額 346,815

平均給与月額 447,847

平均年齢(歳) 43.5

区　　　　　分 事務・技術職
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職 消　防　職

令和8年1月1日現在
高　校　卒 213,100 213,100 219,400

大　学　卒 237,600 237,600 242,000

令和7年1月1日現在
高　校　卒 201,000 201,000 207,400

大　学　卒 225,600 225,600 230,000

3.8
0 1

2　級 53.9 2　級 46.2
14

1　級 0.0

令和7年1月1日現在

1　級

12

3　級 19.2 3　級

4

5　級

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

11.5 5　級

100.0
26 26

7.7

7　級 0.0 7　級

6　級 3.8
1

0.0
0

23.1
5 6

4　級 11.5 4　級 15.4
3

区　　　　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級 6　級 7　級

令和8年1月1日現在

3 2

6　級 3.9
1

計 100.0 計

0

次　長 部　長
技　師

行　　政　　職
主　事

主　任 主　査 副主幹 課　長
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(４) 昇給

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

(５) 特殊勤務手当

(６) 期末手当・勤勉手当 単位：月分

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

( )内は、定年前再任用短時間勤務及び暫定再任用職員に係る支給率

区　　　　　分 合　計 事務・技術職

6号給 （人） 0 0

8号給 （人） 0 0

2号給 （人） 0 0

4号給 （人） 28 28

比 率 （％） 87.5 87.5

前
年
度

職 員 数 （人） 30 30

昇 給 に 係 る 職 員 数

本
年
度

職 員 数 （人） 32 32

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 28 28

号 給 数 別 内 訳

（人） 27 27

号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 0 0

4号給 （人）

8号給 （人） 0 0

比 率 （％） 90.0 90.0

27 27

6号給 （人） 0 0

区 分 全 職 種 事務・技術職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.0 0.0

職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 0.0 0.0

（令和8年1月1日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

有
2.300

一般会計の制度
1.225 1.225

備　　考
6月 12月

1.225 1.225 2.450
有

2.325 2.325 4.650

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計

前 年 度
1.200 1.200 2.400

本 年 度

2.300 4.600

2.450
有

2.325 2.325 4.650
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(７) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 単位：月分

(８) その他の手当

（2～45％加算）

定年前早期退職特例措置

備　　考

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（2～45％加算）

区　　      分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算措置等

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同

一般会計の制度
（支 給 率 等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

通　勤　手　当 同

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同
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単位：千円

期　　間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 下水道事業収益 損益勘定留保資金等

原市No.1マンホールポンプ場更新工事 40,500 － － 8～9 40,500

9,670

８－３道路復旧工事 3,120

40,500

－ － 8 3,120 3,120

８－２道路復旧工事 9,670 －

左　の　財　源　内　訳

2,779

10,000 23,900

17,700

2,500

10,000

5,210

2,000

－ 8 9,670

８－１道路復旧工事 5,210 － － 8 5,210

吉田下ポンプ場改築実施設計業務 33,900 － － 8 33,900

ポンプ場汚泥処分業務 2,000 － － 8 2,000

水質調査等業務 17,700 － － 8 17,700

管渠汚泥処分業務 2,200 － － 8 2,200 2,200

下水道施設清掃業務（Ｂ工区） 2,500 － － 8 2,500

下水道施設清掃業務（Ａ工区） 2,500 － － 8 2,500 2,500

下水道施設修繕工事（Ｂ工区） 10,000 － － 8 10,000

債務負担行為に関する調書

事 項 限　度　額

前 年 度 末 ま での 支払 当 該 年 度 以 降 の 支 払

義 務 発 生 ( 見 込 ) 額 義 務 発 生 予 定 額

下水道施設修繕工事（Ａ工区） 12,000 － － 8 12,000 12,000

公共下水道台帳管理システム利用料 2,779 － － 8 2,779

公共下水道事業会計処理支援業務 1,824 － － 8 1,824 1,824

上尾市公共下水道事業経営戦略改定支援業務 16,228 － － 8 16,228 16,228

原市№2マンホールポンプ場更新工事 42,000 － － 8 42,000 42,000

柏座ポンプ場汚水ポンプ３号機更新工事 90,500 － － 8 90,500 90,500

公共下水道ポンプ場維持管理運転業務 212,300 － － 8 212,300 212,300
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単位：千円  

1

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 805,977

ロ 建 物 362,573

減 価 償 却 累 計 額 △ 157,292 205,281

ハ 構 築 物 60,107,237

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,008,175 47,099,062

ニ 機 械 及 び 装 置 1,829,870

減 価 償 却 累 計 額 △ 946,805 883,065

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 2,800

減 価 償 却 累 計 額 △ 354 2,446

ヘ 建 設 仮 勘 定 165,411

有 形 固 定 資 産 合 計 49,161,242

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 2,706,490

無 形 固 定 資 産 合 計 2,706,490

固  定  資  産

令和８年度上尾市公共下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和９年３月３１日）

資    産    の    部

－310－



（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 4,422

ロ 長 期 貸 付 金 7,855

ハ 破 産 更 生 債 権 等 10,509

貸 倒 引 当 金 △ 10,509

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 12,277

固 定 資 産 合 計 51,880,009

２

（１） 現 金 預 金 2,215,112

（２） 未 収 金 259,149

貸 倒 引 当 金 △ 6,362 252,787

（３） 短 期 貸 付 金 1,260

（４） そ の 他 流 動 資 産 232,539

流 動 資 産 合 計 2,701,698

資 産 合 計 54,581,707

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

16,702,617

ロ そ の 他 企 業 債 2,667

企 業 債 合 計 16,705,284

固 定 負 債 合 計 16,705,284

流  動  資  産

負    債    の    部

固  定  負  債
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４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

970,696

ロ そ の 他 企 業 債 333

企 業 債 合 計 971,029

（２） 未 払 金 446,336

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 27,152

引 当 金 合 計 27,152

（４） そ の 他 流 動 負 債 9,910

流 動 負 債 合 計 1,454,427

５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 補 助 金 等 長 期 前 受 金 13,285,054

収 益 化 累 計 額 △ 3,133,025 10,152,029

ロ 一般会計繰入 金長 期前 受金 11,714,373

収 益 化 累 計 額 △ 3,206,677 8,507,696

ハ そ の 他 長 期 前 受 金 6,675,531

収 益 化 累 計 額 △ 1,354,713 5,320,818

繰 延 収 益 合 計 23,980,543

負 債 合 計 42,140,254

－312－



６ 11,454,623

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,945

ロ 国 庫 補 助 金 251,331

ハ 他 会 計 繰 入 金 552,702

資 本 剰 余 金 合 計 805,978

（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 180,852

利 益 剰 余 金 合 計 180,852

剰 余 金 合 計 986,830

資 本 合 計 12,441,453

負 債 資 本 合 計 54,581,707

剰    余    金

資    本    の    部

資    本    金
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１．重要な会計方針に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 　８年～５０年

　構築物 １０年～５０年

　機械及び装置 　６年～３０年

　工具、器具及び備品 　４年～１５年

②無形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ３５年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和8年度上尾市公共下水道事業注記（当年度分）

職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例第３条に規定されている一般負担金
を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（３）消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記
（１）企業債の償還に係る他会計の負担

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 1,103 千円

１年超 2,495 千円

3,598 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

該当事項なし

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）の
うち、他会計が負担すると見込まれる額は2,855,438千円である。
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単位：千円  

1

（１） 下 水 道 使 用 料 2,226,143

（２） 他 会 計 負 担 金 181,211

（３） そ の 他 営 業 収 益 2,384 2,409,738

２

（１） 管 渠 費 166,878

（２） ポ ン プ 場 費 360,124

（３） 普 及 指 導 費 3,039

（４） 業 務 費 155,764

（５） 総 係 費 78,467

（６） 流 域 下 水 道 管 理 運営 費負 担金 773,332

（７） 減 価 償 却 費 1,989,708

（８） 資 産 減 耗 費 269

（９） そ の 他 営 業 費 用 1,457 3,529,038

営 業 利 益 △ 1,119,300

令和７年度上尾市公共下水道事業予定損益計算書 （前年度分）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営    業    収    益

営    業    費    用
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３

（１） 受 取 利 息 1

（２） 他 会 計 補 助 金 355,743

（３） 国 庫 補 助 金 18,515

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 958,316 1,332,575

４

（１） 支 払 利 息 及 び 企 業債 取扱 諸費 212,831 212,831 1,119,744

経 常 利 益 444

当 年 度 純 利 益 444

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金  180,224

その他の未処分利益剰余金変動額 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 180,668

営   業   外   費   用

営   業   外   収   益
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単位：千円  

1

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 805,977

ロ 建 物 362,573

減 価 償 却 累 計 額 △ 138,250 224,323

ハ 構 築 物 58,533,164

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,317,563 47,215,601

ニ 機 械 及 び 装 置 1,240,506

減 価 償 却 累 計 額 △ 894,652 345,854

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 279

減 価 償 却 累 計 額 △ 199 80

ヘ 建 設 仮 勘 定 165,411

有 形 固 定 資 産 合 計 48,757,246

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 2,690,376

無 形 固 定 資 産 合 計 2,690,376

令和７年度上尾市公共下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和８年３月３１日）

資    産    の    部

固  定  資  産

－318－



（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 4,422

ロ 長 期 貸 付 金 5,615

ハ 破 産 更 生 債 権 等 10,382

貸 倒 引 当 金 △ 10,382

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 10,037

固 定 資 産 合 計 51,457,659

２

（１） 現 金 預 金 2,856,140

（２） 未 収 金 256,837

貸 倒 引 当 金 △ 5,341 251,496

（３） 短 期 貸 付 金 1,260

（４） そ の 他 流 動 資 産 232,539

流 動 資 産 合 計 3,341,435

資 産 合 計 54,799,094

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

16,686,313

ロ そ の 他 の 企 業 債 3,000

企 業 債 合 計 16,689,313

固 定 負 債 合 計 16,689,313

流  動  資  産

負    債    の    部

固  定  負  債
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４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

949,362

企 業 債 合 計 949,362

（２） 未 払 金 411,039

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 23,989

引 当 金 合 計 23,989

（４） そ の 他 流 動 負 債 9,910

流 動 負 債 合 計 1,394,300

５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 補 助 金 等 長 期 前 受 金 12,827,072

収 益 化 累 計 額 △ 2,753,260 10,073,812

ロ 一般会計繰入 金長 期前 受金 11,627,758

収 益 化 累 計 額 △ 2,820,130 8,807,628

ハ そ の 他 長 期 前 受 金 6,654,881

収 益 化 累 計 額 △ 1,182,065 5,472,816

繰 延 収 益 合 計 24,354,256

負 債 合 計 42,437,869
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６ 11,374,579

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,945

ロ 国 庫 補 助 金 251,331

ハ 他 会 計 繰 入 金 552,702

資 本 剰 余 金 合 計 805,978

（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 180,668

利 益 剰 余 金 合 計 180,668

剰 余 金 合 計 986,646

資 本 合 計 12,361,225

負 債 資 本 合 計 54,799,094

剰    余    金

資    本    の    部

資    本    金
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１．重要な会計方針に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 　８年～５０年

　構築物 １０年～５０年

　機械及び装置 　６年～３０年

　工具、器具及び備品 　４年～１５年

②無形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ３５年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和7年度上尾市公共下水道事業注記（前年度分）

職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例第３条に規定されている一般負担金
を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（３）消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記
（１）企業債の償還に係る他会計の負担

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 1,103 千円

１年超 3,598 千円

4,701 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

該当事項なし

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）の
うち、他会計が負担すると見込まれる額は2,995,983千円である。
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